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1．はじめに 

 2004年新潟県中越地震，2007年新潟県中越沖地震，

2011年東北地方太平洋沖地震などの地震が発生した

際に，人的被害や建物被害に加え道路ネットワーク

やライフライン等にも多大な影響が生じた．また，

中央防災会議では，南海トラフ巨大地震や首都直下

型の大地震も近い将来発生すると予想している1)．

このことから，震災発生時におけるライフラインの

早期復旧や道路ネットワークの強化などへの対策が

急務と考えられる． 

 本研究では，震度曝露人口2), 3)の考え方を応用し，

震度曝露交通量および震度曝露道路延長を算出する

ことで，震災による道路ネットワークにおける被害

総量の可視化を行う．さらに，道路ネットワークの

ミッシングリンク解消の必要性，震災の影響などに

よる迂回交通の発生構造の検討を目的とする．これ

らを用いることで今後の道路整備事業における指針

およびベンチマークとなることを目指す． 

2．震度曝露量の算出 

 平成17，22年度の道路交通センサスデータ4)を用

いて，GIS上に対象地域のデータを反映させる（図1）．

この交通量に震度情報を付加させるために，対象と

する地震の震度分布を重ね合わせた．本研究では，

新潟県中越地震5)，新潟県中越沖地震5)，東北地方太

平洋沖地震6)の既往3地震を対象とした．最大速度

（PGV）の空間分布を式(1)を用いて計測震度Iに変換

した7)． 

PGVI 101.82log2.42     (1) 

 また，道路ネットワークの脆弱性を評価するため

の指標として，震度曝露交通量に加え，対象震度に

曝される道路の長さとなる震度曝露道路延長も同様

に算出した． 

3．既往地震における曝露量の可視化 

 新潟県中越地震の震度曝露交通量と震度曝露道路

延長を図1に示す．図1より震度曝露交通量，震度曝

露道路延長をグラフに表示することにより，被害総

量を可視化することができる．また，被害に曝され

る恐れのある箇所，総量が明確となり，道路整備事

業において重点的に行うべき作業の指針とすること

が可能となる．さらに今後の防災施策の立案ととも

に，冗長性の確保のために道路ネットワークを充実

させる必要性に関する検討にもつながる． 

4．高速道路の復旧時間と震度曝露量との関係 

 震度曝露交通量と震度曝露道路延長を用いて，高

速道路の通行規制8)との関係性を評価した．新潟県

中越沖地震の北陸自動車道を対象に，インターチェ

ンジ（IC）間での震度曝露交通量，震度曝露道路延 
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図 1 新潟県中越地震の震度分布と震度曝露交通量， 

震度曝露道路延長 

 
図 2 新潟県中越沖地震の北陸自動車道における 

震度曝露道路延長の経時推移 

震度曝露交通量 震度曝露道路延長 
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長をそれぞれ震度ごとにまとめ算出した（図2）．ま

た，IC間の通行規制が解除された時点で，その区間

の曝露交通量や曝露道路延長はすべて解消されたも

のと仮定して図化した．図2より，震度が小さいほど

曝露交通量，曝露道路延長が地震発生後早期に減少

するのに対し，震度が大きいほど曝露交通量，曝露

道路延長は解消されるのに時間を要することが分か

る． 

 通行規制の解除までにかかった時間と曝露道路延

長との関係を図3に示す．震度が大きい区間ほど通行

止め解除までの時間が長くかかる傾向が見られる．

震度5強以上の震度においては開通までの時間が10

時間以上かかったことが分かる． 

 新潟県中越沖地震の北陸自動車道の場合には，震

度6弱以上となったとき通行規制の解除までにかか

った平均時間は約26時間以上となった．震度ごとに

復旧に要した平均時間は震度が大きいほど長く，開

通時間の大小には相関があると推測されるが，道路

構造の影響を加味して評価するなどの改善が必要で

ある． 

 新潟県中越地震の関越自動車道と東北地方太平洋

沖地震の東北自動車道について，地震発生からの経

過時間と震度曝露道路延長の推移を図4に示す．図4

より，開通までにかかる時間は両道路ともほぼ等し

いが，震度曝露道路延長には大きな差が見られる．

このことから，東北地方太平洋沖地震の際には，迅

速な復旧が行われたものと考えられるが，復旧時間

には道路構造種別の違いも関係していると推測でき

るため，さらなる検討が必要である． 

5．まとめ 

 本研究は，地震発生時の震度曝露交通量および震

度曝露道路延長を算出しGISで表示することで，道

路ネットワークに対する被害総量を可視化した．被

害に曝される箇所および総量が明確になり，今後の

道路整備事業において重点的に行うべき作業の指針

にできると考えられる． 

 さらに，高速道路の復旧までに要する時間に関し

て，震度曝露交通量および震度曝露道路延長と実際

の被害状況との比較，検討を行った．震度曝露道路

延長による重み付き平均を採用することで，震度が

大きくなるほど復旧にかかる時間が長くなる傾向が

導かれた．復旧時間に関しては，構造種別による影

響が大きいものと推察でき，影響を考慮する必要が

あると考えられる． 

 今後は，震度曝露交通量および震度曝露道路延長

と，震災によって生じる迂回交通との関係を検討し，

迂回交通の発生機構モデルの作成を目標に研究を進

める予定である． 
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図 3 新潟県中越沖地震の北陸自動車道の 

開通までの時間と震度曝露道路延長の関係 

 

 
図 4 新潟県中越地震と東北地方太平洋沖地震の 

経過時間と震度曝露道路延長の関係 
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